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第１章 基本的事項 

１ 策定の趣旨 

(1) 背景 

〇 新潟県をはじめ全国で急速に少子化及び高齢化が進展し、将来の人口構造が大

きく変化することが予想されており、平成 37（2025）年には、いわゆる「団塊の

世代※」が全て 75 歳以上となり、国民の３人に１人が 65 歳以上の高齢者に、５人

に１人が 75 歳以上の後期高齢者となることが予想されています。 

    〇 そのため、今後、医療や介護を必要とする方が増加し、疾病構造にも変化が生

じることから、将来の人口構造に対応した医療提供体制の構築が必要です。 

〇 また、少子化が続くことによって、15～64 歳の生産年齢人口が更に減少するこ

とが予想されており、より一層、医療や介護を支える側の人材確保に向けた検討

が重要となっています。 

〇 このような急激な人口構造の変化に対応し、全ての県民が可能な限り住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるように、平成 37

（2025）年以降を見据えながら、医療や介護の提供体制を整備することが喫緊の

課題となっています。 

〇 平成 26 年６月に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号)」において医療

法が改正されたことにより、この度、将来の医療提供体制に関する構想である「新

潟県地域医療構想（以下「地域医療構想」という｡）」を策定しました。 

 

(2) 目的と内容 

〇 地域医療構想の策定は、患者の状態に応じた質の高い医療を効率的に提供する

体制を確保するため、地域における病床の機能分化※及び連携を推進し、各病床の

機能の区分に応じて必要な医療資源を適切に投入し、患者の早期の居宅等への復

帰を進めるとともに、退院後の生活を支える在宅医療及び介護サービスの充実を

図ることを目的としています。 

〇 地域医療構想は、地域医療※全体を見据えた上で、高度急性期・急性期から、回

復期、慢性期、在宅医療・介護に至るまで、一連のサービスが切れ目なく、また

過不足なく提供される体制を確保するとともに、地域包括ケアシステム※の構築に

も資するよう次の事項を定めるものです。 

･ 構想区域 

･ 構想区域における病床の機能区分ごとの将来（平成 37（2025）年）の病床

数の推計 

･ 構想区域における将来（平成 37（2025）年）の居宅等における医療需要 

･ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能分化及び連携の推進、在宅医療の充

実並びに医療・介護従事者の確保・育成に関する事項 
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２ 位置づけ及び他の計画との関係 

〇 地域医療構想は、「医療法（昭和 23 年法律第 205 号）」第 30 条の４に基づき、

新潟県地域保健医療計画※の一部として位置づけられるものです。 

〇 したがって、地域医療構想における検討は今後の新潟県地域保健医療計画におけ

る検討につながるものとなります。 

〇 また、医療介護総合確保促進法に基づく新潟県計画や介護保険事業支援計画等の

県が策定する関連計画と整合性を図ることとしています。 

 

３ 基本方針 

〇 地域における病床の機能分化及び連携並びに在宅医療を推進するため、構想区域

ごとの平成 37（2025）年における病床数の推計を含む医療提供体制に関する構想や

当該構想の実現に向けて検討した事項を地域医療構想として定めました。 

〇 今後、更なる高齢化社会に向け、地域医療構想で定めた将来の病床数の推計値を

踏まえつつ、医療機関の自主的な取組を基本に地域で必要とする医療・介護が十分

に受けられるよう、課題解決に向けた協議を継続していきます。 

○ 病床数の削減を前提とするのではなく、各地域の実情に沿った医療・介護サービ

スの提供体制の充実を図ります。 

 

４ 目標年次 

〇 平成 37（2025）年を目標年次として定めます。 

 

５ 策定及び推進体制 

(1) 策定体制 

     地域医療構想の策定に当たっては、全県単位の検討を「新潟県医療審議会」、

「新潟県保健医療推進協議会」、「新潟県保健医療推進協議会専門委員会（地域

医療構想策定部会）」で行うとともに、各二次医療圏に設置している「地域医療

連絡協議会」等において検討を行いました。 

〇 新潟県医療審議会 

･ 医療法により都道府県に置くこととされています。 

･ 新潟県知事の諮問に応じ、本県における医療を提供する体制の確保に関する重

要事項を調査審議します。 

〇 新潟県保健医療推進協議会 

  ･ 新潟県医療審議会の下部組織として設置した協議会です。 

･ 本県の保健医療に関する計画の推進、進行管理及び見直しに関する事項の協議

を行います。 

〇 新潟県保健医療推進協議会専門委員会（地域医療構想策定部会） 

･ 地域医療構想を協議するため、新潟県保健医療推進協議会の専門委員会として

新たに設置しました。 

   ･ 地域医療構想の基本的事項について協議を行います。 
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〇 圏域別地域医療連絡協議会 

･ 各圏域の医療計画の推進及び進行管理について協議を行うため、二次医療圏ご

とに設置されている協議会です。 

･ 各圏域の状況を踏まえて、地域医療構想等の協議を行います。 

 

(2) 策定プロセス 

地域医療構想については、「地域医療構想策定ガイドライン」（厚生労働省作成）

を参考としつつ、以下のプロセスで策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域医療構想に係る市町村説明会 

（平成 28 年５月 19 日） 

新潟県保健医療推進協議会（平成 28 年４月 26 日） 

地域医療連絡協議会等（平成 28 年５月～９月） 

新潟県保健医療推進協議会（平成 29 年２月 16 日） 

新潟県保健医療推進協議会（平成 27 年３月 30 日） 

新潟県医療審議会（平成 29 年３月 21 日） 

新潟県保健医療推進協議会専門委員会 

（地域医療構想策定部会） 

第１回（平成 27 年７月 28 日） 

第２回（平成 27 年９月 14 日） 

第３回（平成 27 年 12 月 25 日） 

第４回（平成 28 年３月 29 日） 

・地域医療構想策定における検討

体制に関すること 

〔 会 議 名 〕 〔主な検討内容〕 

・病床数推計について 
・構想区域の設定について 
・都道府県間の調整について 
・県内圏域間の調整について 
・基幹病院設置における影響に

ついて 

・策定部会での検討結果について 
・各圏域における検討について 

第５回 新潟県保健医療推進協議会専門委員会 

（地域医療構想策定部会） 

（平成 28 年 11 月 14 日） 

パブリックコメント・法定意見照会（平成 28 年 12 月） 

・地域医療構想の概要と今までの

検討について 

・各圏域における関係者との検討 

・各圏域における検討を踏まえた

地域医療構想の素案について 

・地域医療構想（案）の諮問 

・地域医療構想の素案について 

・意見照会 

第６回 新潟県保健医療推進協議会専門委員会 

（地域医療構想策定部会） 

（平成 29 年２月１日） 

・地域医療構想（案）について 

新潟県医療審議会（平成 28 年３月 22 日） ・構想策定の進捗状況報告 
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(3) 推進体制  

地域医療構想の策定後、取組を推進していくためには、行政や医療機関だけでな

く、医療・介護の関係団体、保険者、県民等が連携を図りながら推進していくこと

が重要です。 

今後の推進に当たっては、各構想区域に「地域医療構想調整会議※」を設置し協議

の場とするとともに、全県単位の検討については、前述の「新潟県医療審議会」、

「新潟県保健医療推進協議会」等において進めていく予定です。 

 

ア 行政の役割 

(ｱ) 県 

･ 地域医療構想調整会議を設置し、病床の機能分化及び連携等の検討をサポート

するために、必要なデータをわかりやすく提供します。 

･ 地域医療介護総合確保基金※の活用等により地域における病床の機能分化及び

連携の取組を促進します。 

･ 県全体で地域医療構想の推進がなされるよう医療・介護の状況等をわかりやす

く周知します。 

･ 医師確保対策など現行制度では解決が困難な課題について、国に対し制度改革

を働きかけます。 

(ｲ) 市町村 

  ･ 県と連携しつつ、医療・介護の連携を推進します。 

イ 医療機関の役割 

     ･ 地域の将来推計人口や医療需要の推計、病床機能報告等の情報を共有し、各医

療機関の地域における役割等を把握し、病床の機能分化及び連携についての取組

を推進するよう努めます。 

ウ 医療・介護の関係団体の役割 

･ 他団体との意見交換等を積極的に行い、連携を深めることで、多職種間の連携

による切れ目ない医療・介護サービス提供が促進されるよう努めます。 

エ 医療保険者※の役割 

･ 地域医療構想等の情報を加入者へわかりやすく周知するとともに、加入者の健

康保持・増進に資するよう予防や健康づくりにおける取組の推進に努めます。 

･ 地域医療を推進するため、加入者へ積極的にデータの分析・提示を行います。 

･ 国民皆保険維持のため、保険財政の将来にわたる安定化に努めます。 

オ 県民の役割 

  ･ 地域における医療について理解を深め、適切な受診に努めます。 

･ 生き生きと元気に安心して暮らしていくために、自分に合った生活習慣を身に

つけ、病気の予防に取り組みます。 

 


